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１　内政

（１）新物価対応策の発表

・29日，第10回閣議後に，クエレネイア企画開発大臣は当国の物価高騰に対応するための新政策を発表した。同政策は，4月以降の燃料価格改定，燃料補助，大規模プロジェクト及び大企業への正規燃料価格の適用，8月以降の公共交通利用者（労働者･学生対象）への補助，6月以降の給与2,000メティカル（約67ドル）以下の労働者への食糧補助（穀類，パン，魚，食用油，砂糖，豆）等。また，政府，公社，公共機関等幹部の2011年度の給与改定を実施しないことを決定した。一方，同大臣は，政府は，農業開発，都市貧困対策としての生産プロジェクト実施，雇用創出，青年層による起業支援，貧困層への電気･給水拡充を促進する意向である旨述べた。また，同大臣はこれらの新政策は原油等の国際価格の上昇に対応するものである旨述べた。
（２）ソマリア沖海賊事案の続報
・昨年12月27日にモザンビーク沖合で拉致された当国漁船Vega 5号は，アラビア海沖にてインド海軍によって保護された。同漁船には13人のモザンビーク人とソマリア海賊61人が乗船していた。Vega 5号の保護にあたりインド海軍と海賊の銃撃戦が生じた模様で，逮捕された海賊はムンバイ港へ連行された。拉致当時の同漁船船員はモザンビーク人19人，インドネシア人3人，スペイン人2人の計24人であったが，16日，漁業省の発表によれば，そのうちモザンビーク人7名，インドネシア人2名が行方不明。また，スペイン人2名はソマリアで拉致されている模様。

（３）国会

・9日，マプトにて第3回会期国会が召集され，開会式が行われた。今期国会の開催期間は5月12日まで，審議案は検察総長による年次報告，政府への質疑応答，政府5か年計画の実施状況報告など20項目。マカモ国会議長は当国ビジネス環境の向上を目的とする戦略的な法律の設立を重視すべきである旨表明した。また，タラパ・フレリモ党院内総務は共和国憲法改正の必要性を再び主張した。マガリャイス・レナモ党院内総務代理（国会第二副議長）は憲法改正特別委員会の設置は強制的であった旨表明するとともに，フレリモの同提案に具体的な目的が欠如している旨批判。一方，シマンゴMDM党院内総務は現在の財政状況を改善するため大規模プロジェクトの契約の見直しを主張した。
・16日，会期国会にてフレリモ議員団が質問した公共交通料金に対しズクーラ運輸通信大臣は，政府が貧困層への影響を最小限に抑える方向で同料金の改定を検討中である旨回答した。
・21日，マプトにてガミート国会公共管理・地方権力・報道委員会は，公社又は政府が出資参加する会社の社長･幹部の国会議員への立候補を制限する法案が検討される旨表明した。

（４）憲法評議会委員長の汚職問題と辞職
・14日，当国マスコミ各紙で，モンドラーネ憲法評議会委員長の汚職・違法行為が報じられたことに対し，同評議会は調査委員会を設立した。同調査委員会は憲法評議会メンバーうち3人から構成された。

・17日，モンドラーネ憲法評議会委員長は辞職願をゲブーザ大統領に提出した旨表明した。ゲブーザ大統領はこれを受理した。
・22日，マプトにてモンドラーネ元憲法評議会委員長は，7月30日付法律第10/91号第58条に基づき，汚職容疑に関する尋問は最高司法評議会もしくは検察庁いずれかの発令に従い行われ，憲法評議会内部に設立された調査委員会は無効である旨弁護士を通じて表明した。

・31日，マプトにて憲法評議会は，辞任したモンドラーネ同評議会委員長による公金横領に関する調査の結果，同犯罪の証拠が確認された旨表明した。

（５）与党フレリモ

・12日，マプトにてフレリモ幹部研修セミナーが開かれ，各州フレリモ党大会準備事務所設立にかかる責任者が選定された。カボ･デルガード州担当マルガリーダ・タラーパ（国会党院内総務），ニアサ州アルシンダ・アブレウ（環境調整大臣），ナンプラ州アイレス・アリ（首相），ザンベジア州ヴェロニカ・マカモ（国会議長），テテ州エネアス・コミシェ（前マプト市長），マニカ州アイウバ・クエレネイア（企画開発大臣），ソファラ州アルベルト･シパンデ（元防衛大臣），イニャンバネ州ジョゼ・パシェコ（農業大臣），ガザ州ルイザ・デイオゴ（前首相），マプト州マヌエル・トメ（前党院内総務），マプト市エドゥアルド・ムレンブエ（前国会議長）。同党大会は2012年9月23～28日の実施予定。
（６）内務省公金横領事件の結審

・22日，マプトにて内務省公金横領事件の公判が行われ，元内務大臣であるマニェンジェ容疑者及びフィデリス同省予算局長，カルヴァーリィヨ同次長は懲役2年，罰金1百万メティカル（約3万3千ドル），司法税400メティカルの判決を受けた。

（７）不法移民問題

・8日，マプトにてコーサ警察庁報道官は，マプト州ボアーネに収容されていた不法移民400人以上全員の強制送還プロセスを終了した旨表明した。同不法移民グループは約1か月前に南アから当国へ移送され，主な送還先国はインド，バングラデッシュ，パキスタン。コーサ警察官は，当国が不法入国の最終目的地及び経由地となっていることに懸念を表明した。モンドラーネ内務大臣は，国会において，不法移民の増加は過去3年間で80倍になっており，2010年は8千人の不法移民を検挙した旨述べた。

（８）その他

・1日，ヌクトゥムラ政府報道官は，ザンベジ川流域の洪水警告が取り消され，一段階レベルが下げられた旨表明した。降雨量が減少していることに伴い，同河川水位も低下の傾向にある。国家自然災害対策院（INGC）の報告によれば，緊急事態において救出した被災民は955人，うち253人は移住し，残りは元の住居へ戻った。他方，国家水利局によれば，北部にて2月中旬から続く降雨の影響により，カボ・デルガード州マサーロ川の水位が警戒レベル以上を維持し，増水傾向にある。
・2日，当地「オ・パイス」紙は，マプト港にて武器と麻薬が積まれたコンテナ（スワジランド向け）が確認され，歳入庁が，同コンテナを押収した旨報じたが，歳入庁はこれを否定。警察庁は，税関，在「モ」米大使館と共同による合同調査の結果，同コンテナの中には玩具，電化製品，子ども用品などがあり，武器及び麻薬は確認されなかった旨表明した。

・4日，マプトにてマプト市開発プログラム第2フェーズ（PROMAPUTO II）に関する正式発表が行われた。同プログラムは都市計画，衛生，道路，サービス向上を目的とし，推定予算は105百万ドル，世銀（50百万ドル），政府（15百万ドル），同市庁（40百万ドル）の投資が見込まれる。実施期間は2011年～2015年。

・8日，閣議において採択された住宅戦略政策により2014年までにあらゆる社会階層が購入可能な住宅10万戸が建設される予定。また，同政策の一環として土地30万区画が確保される予定。

・11日，マプト州ミシャフテーネにてゲブーザ大統領は，第6期警察大学卒業式を主宰した。今期の卒業者数は145人，うち85人が学士号取得。

・23－24日，マプトにて開催された革新対話会合の開会式においてゲブーザ大統領は，モザンビークは特に農業，保健，教育，インフラ分野における課題を持続可能な方法で解決するため革新技術の研究に尽力する必要がある旨述べた。同会合にはマルアナ国立科学技術パークの視察が含まれた。

・24日，マプトにて行われたレナモ党とフレリモ党との対話会合においてレナモ党は，1994年に締結されたモザンビーク一般和平協定の見直しを要求した。特に，軍，警察組織の構成，合意に基づく選挙機関の設立，公共機能・人道機関における党閥撤回，和平・民主化維持を提案した。これに対し，各政治家，宗教家，学者などは19年前に締結された和平協定を再交渉することは合理的でないとコメントした。

・30日，マプトにてパウリーノ検察総長は，財務省監督による憲法評議会会計の司法監査命令を発令した。

２　外交

（１）東日本大震災への対応
・11日，ゲブーザ大統領は，菅首相へ今回の震災へのお見舞いと連帯の意を表明した。また，クエレネイア企画開発大臣，マシンゲ科学技術大臣，ビアス鉱物資源大臣，インローガ商工大臣，ノールマホメド鉱物資源副大臣，コウト財務副大臣等からも相次いで同様のメッセージが発出された。
（２）近隣国外交

・15日，マプトにてゲブーザ大統領はチャンギライ・ジンバブエ首相と会談した。会談後の記者会見において同首相は，今次会合はジンバブエ情勢に関する報告が目的であった旨表明すると共に，同情勢に多少の進展がある旨述べた。
・17－18日，ゲブーザ大統領は，スワジランドを訪問した。今次訪問の目的は，二国間友好・協力関係の強化で，ムスワティⅢ世との会合が行われた。バロイ外務協力大臣，ズクーラ運輸通信大臣，ナマシュルーア行政管理大臣が同行した。

・31日，ザンビアにてゲブーザ大統領は，SADC政治・防衛・安全保障トロイカ会合に出席した。同会合の焦点はマダガスカル及びジンバブエ情勢。

（３）アリ首相のインド訪問
・25－28日，ニューデリーにてアリ首相は，第7回アフリカ･インド会合にした。インローガ商工大臣，パシェコ農業大臣，マシンゲ科学技術大臣，その他企業家30人が同行した。アリ首相はインドEXIM銀行に対し融資を要請した。「モ」は開発プロジェクト2案件（エネルギー，住宅分野）を既に同銀行に提出し，道路，給水分野の2案件を追加提出する予定。27日，アリ首相はインド企業投資家と会合，同国投資家は農業，地方電化，地雷除去への関心を表明。2013年の二国間貿易額は10億ドル達成を目標として合意されている。なお，ゲブーザ大統領は2010年9月に同国を訪問している。
（４）主要ドナーとの関係

・7日，マプトにてペイジ米国務省副次官補（アフリカ問題担当）はゲブーザ大統領を表敬し，世界経済危機の影響はあるが，同国の対「モ」援助プログラムを変更せず維持していく意向を表明した。
・15－17日，オブライエン英国アフリカ担当国際開発大臣がモザンビークを訪問した。同大臣はゲブーザ大統領への表敬を行い，DFIDのプロジェクト等を視察した。

・30－31日フィスカ･ノルウェー国際開発担当国務長官がモザンビーク歳入庁と同国税務管理庁との協力強化を目的とし当国を訪問の予定。

（５）その他
・2－3日，パリにてゲブーザ大統領は，第5回採取産業透明性イニシアティブに関するグローバル会議に参加した。

・ポルトガルのシルヴァ防衛大臣がモザンビークを訪問した。同大臣は，ポルトガルはこれまで4,700人の「モ」人兵士を訓練していると述べた。また，今次訪問中，セスナ社製の航空機を1機供与した。

３　経済

（１）インフラ整備

・22日，ムアレイア・モザンビーク港湾鉄道公社（CFM）社長は，インド企業（Rites・Ircon）が行ったセナ鉄道線の改修に技術的問題があり，テテ州で生産される石炭の初出炭が若干遅れる可能性がある旨述べた。ちなみに，ヴァーレ社は7月の出炭を目標としている。

・24日，セナ線改修プロジェクト契約の最終期限日となり，政府はRites ・Ircon社による契約違反（改修期限及び技術的基準の不履行）を理由に同社との契約を破棄する可能性が高いと見られていたが，その後の詳細については不明。

・シマンゴ・マプト市長及びニャンカレ・マトーラ市長は伊企業SALCEF CONSTRUZION EDILI E FERROVIARIE社と両市の地下鉄建設のためのF/Sを実施するための覚書に署名した。ズクーラ運輸通信大臣が，同署名式に臨席した。

・マプト港開発社（Grindrod, DP World等）は，マプト港の石炭ターミナルの拡張に750百万ドルを投資する予定である旨述べた。同ターミナルは2033年には48百万トンの取扱量となる予定。
・スワジランド鉄道会社社長によれば，同国がマプト港の利用拡大を見込んでいる。同港は，浚渫作業が今年1月に実施された他，現在進められている同港湾インフラ拡大のための改修への投資に大きな期待が寄せられている。

・今年10月までに政府は，Maputo Sul, EP社を通じてマプトとカテンベを結ぶ橋梁及びマプト～ポンタ・デ・オウロ間，ベラ・ヴィスタ～ボアーネ間道路建設に必要な資金500百万ドルの確保を見込んでいる。右のプロジェクトに関心を寄せているのは国内企業に加え，中国，スペイン，ポルトガル。
（２）鉱物・天然資源関連

・30日，Rio Tinto社はテテ州で石炭の生産の準備を進めているRiversdale社の株式41％を公開買付を通じて取得した旨発表した。

・アリ首相のインド訪問の際のインド･アフリカ経済パートナーシップ会合の一環として行われた，地質・採鉱分野における二国間関係強化メカニズムに関する協議において，同国が「モ」の鉱物資源地図の作成を支援する意向を表明した。

・ビアス鉱物資源大臣は国内の炭鉱及びその他の鉱山の視察を行い，同セクターが2011年度経済社会計画に応じた進展を遂げている旨述べた。現在，同セクターの経済貢献は全体の5％，短中期における同貢献の拡大が期待される。

・政府は，パンデ天然ガス配給プロジェクト（マプト市及びマラクエーネ郡）の年内実施を採択した。最近，環境活動調整省が環境インパクト調査結果から同プロジェクト実施に問題ないと判断を下した。

・モザンビーク採取産業における透明性イニシアティブ（ITIE）調整委員会は，同イニシアティブに関する第一回報告書を発表した。右の報告書によれば，採鉱産業が政府に支払った額と政府が受領した額に差があることが確認された。政府が報告した受領額（4.5百万メティカル）が企業の支払額より下回っているという数値の相違が指摘された。

（３）国家財政・マクロ経済
・7日，マプトにて国会予算計画委員会による2009年度の国家予算会計報告分析に参加したシャン財務大臣は，政府が税債務を抱える企業に対し強制徴収を実施するメカニズムを導入する予定である旨表明した。
・IMFは，モザンビークが労働力を必要とする農業セクターやその他の生産セクターを土台とする包括的な経済成長戦略を導入すべきである旨主張。2日，マプトにてレドーIMFモザンビーク所長は，過去20年間における当国の経済成長は著しいが，貧困層が同成長を裨益しておらず，貧困状況は悪化の傾向にある旨指摘した。

・2011年度国家予算改正案は，現在開催中の会期国会において承認される見込み。当初の予算では総額132.400百万メティカル，うち73.300百万メティカル（55.4％）は税務収入により賄われ，59.100百万メティカル（44.6％）は援助，融資で賄われる予定であったが，シャン財務大臣によれば，国際経済危機及び食糧危機の影響により既に当国予算に相当の赤字が予測されている。

・フェルナンデス歳入庁長官によれば，今年のマプト市における税収が全国の77％を占める見込みである旨述べた。

・過去3年間においてナカラ経済特区への投資額は280百万ドル以上に達した。主な投資国はタンザニア，南ア，インド，英，伊，葡で，18企業の投資が承認されている。うち11企業の投資分野は工業，2企業は観光，3企業はサービス，残り2企業は農産業。

（４）セメント関連

・ポルトガル・セメント（Cimpor）は，ナカラ・セメント（Cinac）の株式の51％を伯Camargo Correa社から取得した。Cinacは，ナンプラ州ナカラに位置し，35万トンのセメント生産量を有する。
・今年5月，モザンビーク・セメント（Cimporが筆頭株主）の工場拡大による生産の倍増（年間120万トン）が見込まれていることから，当国南部におけるセメント不足の解消が期待されている。

・英企業Consolidated General Minerals社は，ベイラ港にクリンカー加工及びセメント梱包工場建設への関心を表明した。同社によれば，投資額は24百万ドル，1時間に110トンの生産量を見込んでおり，国内市場に加えジンバブエ，ザンビア，マラウイ等への進出を予定している。

（５）その他

・2日，伯報道によれば，マプトにてVale社と国家投資参加管理院（IGPE），南ア建設企業Pro-Air社との間で抗HIV/AIDS製薬工場の工事に関する合意書が署名され，同工場の操業開始は2012年末が見込まれている。

・乗り合いバス（通称：シャパ）の料金値上げの可能性が報道されたが，4日に行われたマプト市庁とマプト道路交通連盟（FEMATRO）間の協議において，現在の料金5メティカル（10Km未満）と7.5メティカル（10Km以上）が維持されることで合意された。

・5日，マプトにてアリ首相は，Projovemプログラムの一環として全国各地における小規模企業の設立による8万ポストの雇用創出が見込まれている旨発表した。同プログラムのために，現時点において政府が投資参加する企業約20社の支援により資金50万ドルが確保されている。
・14日，モザンビーク・ポルトガル商工会議所は，ポルトガル・シネス市から来訪した企業家ミッションとの合同商談会を開催した。同ミッションは10日間「モ」に滞在した。
・今後数年内にソファラ州ブジ製糖工場が生産を再開する予定。現在，同工場の再建に向けた事前調査が実施されている。同工場再建のための投資額は約120百万ドル，雇用創出3,500ポスト以上，年間収益60百万ドルの見込み。2010年度，国内の砂糖消費量は193,400トンに達し，6％増を記録。ちなみに国内の生産量は合計281,726トンであった。
・Self Energy Mocambique社は，太陽光発電に関し10百万ドルを投資している。同社はナンプラ，ソファラ，マプト州等で同発電設備の設置をしている。同プロジェクトは，「モ」とポルトガル両国間の協力プロジェクト。

・中国は，当国ガザ，ナンプラ，ザンベジア，テテ，マニカ州にて稲作，精米工場建設に投資を拡大している。在「モ」中国大使によれば，ガザ州の例を挙げ，中国専門家による技術移転により現在の1ヘクタール当たりの生産量2トンを10トンに増加させることが可能。同精米工場はザンベジア，テテ，マニカ州の3か所に建設予定で，投資額は約45百万ドル。
４　経済協力

(１)　食糧援助

・2日，マプトにて瀬川大使とコローマ外務協力副大臣との間で食料援助（KR）の署名式が行なわれた。右の援助額は10百万ドルで，年内に援助米が到着する予定。署名式のスピーチにて，コローマ副大臣は，本件援助は「モ」の食料安全保障の確保に資する旨述べた。
・18日，マプトにてインローガ商工大臣と柏崎JICS代表との間で食糧援助調達代理に関する合意書が署名された。右の食糧援助額は10百万ドル。
・28日，FAOは，北部マラタネ難民キャンプ場に対し，10トンの食糧物資を追加支援する旨発表した。同キャンプ場では，1月から30名以上の死者がでている。

（２）科学技術・教育

・11日，教育省は，本来無料で配布されるべき教科書が闇市場において，不法に売買されている件を解決する意向を表明した。右は，教科書が学校に配送される間に多くが盗難にあい，闇取引されていることに起因している。同省検査官は，市民に，教科書を購入することをやめるよう呼びかけた。｛しゃじょう とうなん｝
・13日，マルティンス教育大臣は，国の社会経済の発展の為には，人的資源が必要不可欠であり，教育の質を確保する必要性につき主張した。大臣によると，今後，教育省では，教育分野における査察内容の見直し及び再検討をする予定。

・26日，教育省及び教育セクタードナーによる年次会合において，ドナーより，当国の教育の質に懸念が示され，政府は右の改善を喫緊の課題として取り組むべきである旨述べられた。ドナー代表としてエムペイ・アイルランド大使館経済協力班長は，当国の状況は，10年前の教師訓練センターが10しか存在しなかった頃から比較すると改善されているが，今後も引き続き一層の努力を続ける必要性がある旨述べた。

（３）援助協調

・英国政府は，今後2年間に対「モ」援助額を4％増（計80百万ポンド），その後6.25％増（計85百万ポンド）に拡大する予定。2日，オブライエン英国アフリカ担当国際開発大臣は，対「モ」援助拡大は当国が域内における主要貿易・投資国として発展することを支援目的とする旨表明した。

・9日，マプトにてアランコ在「モ」フィンランド大使とバロイ外務協力大臣との間で2011/2013年国家予算支援21百万ユーロに関する合意書が署名された。

・ミレニアムチャレンジ公社（MCC）は，モザンビーク支援において，自国（アメリカ）及び世界の金融危機の影響を否定し，現在までの5億ドルに上る支援の継続を約束した。同公社は支援重点分野である，水・衛生分野，道路，農業地方開発，ガバナンス分野において引き続き活動を行う。

（４）環境・水

・16日，マプトにてアブレウ環境調整大臣とビラサウミー・モーリシャス環境大臣との間で，環境分野における二国間協力強化に関する覚書きに署名がされた。同合意文書によると，両国は気候変動，海洋汚染，環境教育，侵食や森林伐採対策及び廃棄処理管理の分野において協力する予定。
（５）保健

・10日，マプトにて行われた2010年度保健セクター合同評価会合において資金不足のため女性と子どもの健康，小児予防接種，小児HIV/AIDS抗ウィルス治療，蚊帳配給，母から子どもへのHIV/AIDS感染予防，人材確保などにおける目標達成が困難となったことが指摘された。
（６）農業･水産・観光

・国際農業開発基金は，当国の零細漁業開発支援プロジェクトに21百万ドルを融資する。同融資の返済期間は40年間。同プロジェクト（PROPESCA）の実施期間は7年，来月4月の開始予定で，総合費用は推定43百万ドル。
・10日，マプトにてBill & Melinda Gates基金の支援4.6百万ユーロによるサブ・サハラ・アフリカ諸国17ヶ国の食糧･農業に関する統計データ・ウェブサイトの発表式が行われた。同データシステムはFAOの開発によるもので，「モ」においては農業省との調整の下国家統計院がデータを作成。

・モザンビークとEUとの間で水産分野における新協定の準備が進められている。同二者間の水産協定は1988年に樹立され，2004年に更新された。今年12月末を期限とする現協定は押収漁船による年間漁獲量1万トン，補償金90万ユーロと定める。

(７)　道路・インフラ

・最近，テテ州を訪問したクリアリィ在「モ」英国高等弁務官は，同国政府が今後4年間において対「モ」支援に約500百万ドルを拠出する意向を表明した。重点分野はインフラ整備。

 (８)　国会

・16日，マプトにてトッピングUNDP所長はマカモ国会議長へ表敬し，当国国会との関係強化のため支援を継続する意向を表明した。

（了）
（注）これらの情報の大部分はモザンビークの国内報道に基づいており，客観的事実と異なることがあります。また，文中で使用される表現，語彙等は日本政府の見解等と必ずしも一致するものではありません。

